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平成 15 年 7 月 25 日 

各  位 

住友信託銀行株式会社 

（コード番号 8403） 

 

四半期情報の開示について 

 

当社の平成16 年 3 月期 第 1 四半期（平成15 年 4 月 1 日から平成15 年 6 月 30 日）における四半期情報に

ついて、お知らせします。 

以下に掲げる四半期情報は、経済対策閣僚会議「改革先行プログラム」および金融庁「証券市場の構造改

革プログラム」の趣旨等を踏まえ、任意の会社情報として開示するものです。 

 

（注） 以下に記載する数値は、未監査です。 

 

１．金融再生法ベースの債権額（単体） 

銀行勘定  

 （単位：億円） 【ご参考】 （単位：億円） 

 平成 15 年 6 月末 平成 14 年 12 月末 平成 15 年 3 月末 

破産更生債権及びこれらに準ずる債権 214 502 220 

危 険 債 権 1,568 2,195 1,598 

要 管 理 債 権 1,540 1,715 1,566 

合 計 3,321 4,412 

 

3,384 

 

元本補てん契約のある信託勘定                                             

 （単位：億円） 【ご参考】 （単位：億円） 

 平成 15 年 6 月末 平成 14 年 12 月末 平成 15 年 3 月末 

破産更生債権及びこれらに準ずる債権 66 98 71 

危 険 債 権 146 260 169 

要 管 理 債 権 383 690 399 

合 計 595 1,047 

 

638 

 

銀行勘定・信託勘定合計                                                   

 （単位：億円） 【ご参考】 （単位：億円） 

 平成 15 年 6 月末 平成 14 年 12 月末 平成 15 年 3 月末 

破産更生債権及びこれらに準ずる債権 280 600 290 

危 険 債 権 1,713 2,454 1,767 

要 管 理 債 権 1,922 2,405 1,965 

合 計 3,916 5,459 

 

4,022 
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（注）上記の平成 15 年 6 月末および平成 14 年 12 月末(以下、四半期末)計数は、「金融機能の再生のための緊急措置に関
する法律施行規則」第 4 条に規定する各債権のカテゴリーにより分類しておりますが、集計方法については以下の
点につき年度末に開示した計数とは異なるため、計数は連続しておりません。 
１． 「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」および「危険債権」 

①開示区分 
平成 15 年 6 月末については、平成 15 年 3 月末時点における債務者区分（※）をベースとし、6月末までに倒
産・不渡等の客観的事実があった債務者に加え、延滞、債務超過、大幅な売上の減少等、重要な財務状況の
変化が発生した債務者について債務者区分の見直しを行っております。 
平成 14 年 12 月末については、平成 14 年 9 月末時点における債務者区分をベースとし、12 月末までに倒産・
不渡等の客観的な事実があった債務者についてのみ、債務者区分の見直しを行っています。 

②開示金額 
四半期末については、四半期中の償却・引当見込額および担保処分見込額等の変動は勘案しておりませんが、
回収等による増減額を勘案した四半期末時点における残高をベースとしております。 

２．「要管理債権」（「貸出条件緩和債権」と「3カ月以上延滞債権」） 
①開示区分 
平成 15 年 6 月末については、平成 15 年 3 月末時点における債務者区分をベースとし、6月末までに正常先、
要注意先の債務者に対する債権のうち、新たに 3 カ月以上延滞となった債権、貸出条件を緩和したことを確
認している債権について、見直しを行っています。平成 14 年 12 月末についても、同様の見直しを行ってお
ります。 

②開示金額 
貸出又は回収等の四半期中の増減額を勘案した四半期末時点における残高をベースとしております。 

   （※）金融再生法開示区分と債権区分との関係 
破産更生債権及びこれらに準ずる債権（実質破綻先、破綻先の債権） 
危険債権（破綻懸念先の債権） 
要管理債権（要注意先のうち元本又は利払いが 3カ月以上延滞しているか又は貸出条件を緩和している債権） 

 

2. 要管理先債権、要管理先債権以外の要注意先債権、正常先債権の状況 (自己査定区分) （単体） 

銀行勘定・信託勘定合計                                                  

 （単位：億円）  【ご参考】 （単位：億円） 

 平成 15 年 6 月末 平成 14 年 12 月末  平成 15 年 3 月末 

要 管 理 先 債 権 2,028 2,787  2,095 

要管理先債権以外の要注意先債権 6,617 8,611  7,032 

正 常 先 債 権 95,432 97,443  100,484 
 

3．自己資本比率（国際統一基準） 

 

 平成 15 年 9 月末（予想値）  平成 15 年 3 月末（実績） 

連 結 自 己 資 本 比 率 11％前半  10.48％ 

連 結 T i e r Ⅰ 比 率 6％前半  6.09％ 

（注）1.上記の予想値は経営環境に関する前提条件の変化等に伴い変動することがあります。 
2.算定における株価水準は、平成 15 年 6 月１ヵ月の市場価格の平均を使用しております。 

 

4． 時価のある有価証券の評価差額（単体） 

 （単位：億円）  【ご参考】          （単位：億円） 

平成 15 年 6 月末 平成 14 年 12 月末  平成 15 年 3 月末 

評価差額  時価 評価差額   時価 評価差額 

 

時価 

 うち益 うち損   うち益 うち損    うち益 うち損 

その他有価証券 38,400 187 1,167 979 36,554 △1,396 993 2,390  32,354 △195 910 1,106 

 株 式 5,462 △126 622 749 6,241 △1,936 350 2,286  5,251 △636 353 990 

 債 券 14,198 △19 72 91 11,235 84 97 13  11,033 84 85 0 

 そ の 他 18,739 333 472 139 19,076 455 545 90  16,069 356 471 114 

（注）1．株式の時価については各月末前 1ヵ月の市場価格の平均に基づいております。 
2. 平成 15 年 6 月末および平成 14 年 12 月末の「評価差額」および「含み損益」は、月末時点の帳簿価額（償却原

価法適用前、減損処理前）と時価との差額を計上しております。平成 15 年 3 月期における減損処理額は、956
億円であります。 

3. 満期保有目的の債券、および子会社・関連会社株式で時価のあるものはありません。 
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5． デリバティブ取引の評価損益（単体） 

時価評価を行っているもの（特定取引勘定を含む） 

 （単位：億円）  【ご参考】 （単位：億円） 

 平成 15 年 6 月末 平成 14 年 12 月末  平成 15 年 3 月末 

金 利 関 連 取 引 110 54  44 

株 式 関 連 取 引 △4 1  0 

債 券 関 連 取 引 33 1  △2 

通 貨 関 連 取 引 85 31  32 

ク レ ジ ッ ト デ リ バ テ ィ ブ 取 引 △2 0  △1 

合 計 222 89  73 

（注）１．銀行業のヘッジ会計の変更に伴い、従来のヘッジ取引のうち今年度よりヘッジ会計の対象とならない取引は、
当四半期から上記に含めており、経過措置により繰り延べた評価損益△171 億円も含めて記載しております。 

２．従来、引直し対象の先物為替予約、通貨オプション等は、当四半期から上記に含めて記載しております。 

 

6. ヘッジ会計適用デリバティブ取引の状況（単体） 

ヘッジ会計を適用しているデリバティブ取引の、経過利息相当額を除いた繰延損益の状況 

 （単位：億円）  【ご参考】 （単位：億円） 

 平成 15 年 6 月末 平成 14 年 12 月末  平成 15 年 3 月末 

金 利 関 連 取 引 △202 △342  △361 

債 券 関 連 取 引 ― △266  1 

通 貨 関 連 取 引 7 ―  ― 

合 計 △194 △609  △360 

（注）従来、期間損益計算を行っていた通貨スワップ取引等のうち、今年度よりヘッジ会計を適用しているものは、当四
半期から上記に含めて記載しております。 

 

7. 持ち合い株式の売却（単体）  

     （単位：億円） 

平成 15 年度 

平成 15 年 6 月末現在 計画 

約 300  1,500 
（注）取得原価ベース 

 

8. 国内貸出金の状況（単体） 

 （単位：億円）  【ご参考】 （単位：億円） 

 平成 15 年 6 月末 平成 14 年 12 月末  平成 15 年 3 月末 

信 託 勘 定 （ 末 残 ） 14,445 17,204  15,439 

銀 行 勘 定 （ 末 残 ） 83,063 85,569  87,606 

合 計 97,508 102,774  103,046 

（注）信託勘定は、元本補てん契約のある信託について記載しております。 
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9. 元本補てん契約のある信託、預金の元本残高 （単体） 

 （単位：億円）  【ご参考】 （単位：億円） 

 平成 15 年 6 月末 平成 14 年 12 月末  平成 15 年 3 月末 

信 託 勘 定 （ 末 残 ） 28,317 32,426  30,794 

個 人 22,786 26,235  24,234  

法 人 そ の 他 5,531 6,191  6,560 

銀 行 勘 定 （ 末 残 ） 80,291 74,927  79,418 

 個 人 55,749 51,933  53,955 

 法 人 そ の 他 24,541 22,993  25,462 

合 計 108,608 107,353  110,213 

（注）銀行勘定は、譲渡性預金、海外支店分および特別国際金融取引勘定分を除いております。 

 

10．主要信託財産残高  

 （単位：億円）  【ご参考】 （単位：億円） 

 平成 15 年 6 月末 平成 14 年 12 月末  平成 15 年 3 月末 

金 銭 信 託 181,595 192,037  201,082 

年 金 信 託 49,185 57,025  54,778 

投 資 信 託 65,592 74,271  68,046 

有 価 証 券 の 信 託 88,669 87,334  84,302 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  本件に関する照会先 

   住友信託銀行株式会社 

    広報室 03-3286-8146 

    管理部  03-3286-8187 


